　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

水防法・土砂災害防止法に係る避難確保計画
（既存計画がある場合）

「避難確保計画」は、既存の計画（消防計画・防災計画等）がある場合、洪水・土砂災害時に係る体制や対応を追加して作成することができます。作成する内容は５項目です。　　
[bookmark: _GoBack]下記に記載例を示していますが、必要に応じて内容を追加、変更等してください。

（追記する内容）
１　計画の目的
計画の作成した目的を記載
（例）
この計画は、（□水防法第１５条の３第１項　　　□土砂災害防止法第８条の２第１項）に基づくものであり、本施設近隣で洪水の発生または発生のおそれがある場合の円滑かつ迅速な避難の確保を図ることを目的とする。

　
２　防災体制
　連絡体制や防災体制について記載
　（例）
	体制
	体制確立の時期
	活動内容
	対応要員

	注意体制
	・市内に洪水注意報発表
・武庫川（生瀬地点）氾濫注意水位到達
	各種気象情報の収集
	情報収集伝達要員




３　避難誘導
　避難先、避難経路、避難誘導等について記載
（例）
	種別
	名称
	経路、距離
	移動手段

	避難所
	○○小学校
	別図のとおり
約500m
	徒歩
歩行困難な方は車




４　避難確保を図るための施設の整備
　情報収集・伝達、避難誘導の際に使用する資器材等について記載
（例）
	用途
	資器材名
	所有数

	情報収集・伝達
	ホワイトボード
	5

	避難誘導
	車両
	5



５　防災教育及び訓練の実施
　職員、利用者を対象とした防災教育及び訓練の計画を記載
（例）
	種別
	対象・時期
	内容

	研修
	全職員
	情報伝達

	研修
	新規採用職員、4月～5月
	避難誘導に係る研修









